
令和４年度 一般会計決算の概要

この資料は、令和４年度一般会計決算（速報値）の概要をとりまとめたものです。
なお、決算については、監査委員の審査を経て、第３回市会定例会に提出します。

※ 決算額等の各数値は、項目ごとに表示単位未満を四捨五入しているものがあるため、合計等と一致しない場合があります。
また、毎年度必要な整理も行っています。



一般会計決算の概要

令和４年度の概要

・ 令和４年度一般会計の決算は、歳入決算額 ２兆 815億3,100万円、歳出決算額 ２兆 541億1,300万円
歳入決算額から歳出決算額等を差し引いた実質収支は152億6,200万円

・ 市税収入は、8,672億7,600万円（前年度比283億7,500万円増（+3.4％））となり、3年ぶりの増収で
過去最高額を更新

決算額等の前年度比較 実質収支等の推移

（単位：百万円）

区分 R4年度 R3年度 前年度比増減

歳入決算額
A

2,081,531 2,155,410 ▲ 73,879

歳出決算額
B

2,054,113 2,134,256 ▲ 80,144

形式収支
C＝A-B

27,419 21,154 6,265

繰越財源
D

12,156 9,908 2,248

実質収支
E＝C-D

15,262 11,245 4,017

前年度繰越金
F

5,623 2,695 2,928

当該年度のみの収支
G＝E-F 9,639 8,551 1,088

執行残額 62,805 56,644
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4,248

5,389

11,245

15,262

▲ 1,657
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（単位：百万円）

実質収支 当該年度のみの収支
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市税について①

市税決算の概要

・ 市税決算額は前年度比２８４億円増の８,６７３億円となり、３年ぶりの増収で過去最高額を更新
〈個人市民税〉 4,229億円※（+116億円 要因：給与所得、営業等所得の増など）

※ ふるさと納税による税収影響額 ▲２２２億円（前年度比▲50億円）
〈法人市民税〉 503億円 （+  49億円 要因：企業収益の増など）
〈固定資産税〉 2,868億円 （+  84億円 要因：新増築家屋の増など）

・ 市税収納率は過去最高だった前年度と同率の９９．３％、市税滞納額は47億円（前年度比▲４億円）

市税決算額の推移

■市税増減収額の推移 （単位：億円）

■市税収納率・滞納額の推移 （単位：%、億円）

※ H30年度に県費負担教職員本市移管に伴う税源移譲が行われた。
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収入額
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3.4
年度 収入額

H30 8,237 966

R元 8,465 227

R２ 8,439 ▲ 26

R3 8,389 ▲ 50

R4 8,673 284

増減収額

H30 99.2 55 3

R元 99.2 63 8

R２ 99.0 75 13

R3 99.3 51 ▲ 24

R4 99.3 47 ▲ 4

年度 収納率 滞納額 増減額
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3,888 4,093 4,136 4,113 4,229 
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（注）増減は対前年度比

（単位：億円）

企業収益の増などによる増収

（単位：億円）

固定資産税 84億円増 （3.0%）

市たばこ税 232億円（12億円増）
事業所税 189億円（ 1億円増）
その他 35億円（ 2億円増）

法人市民税 49億円増 （10.8%）

8,673億円

個人市民税

4,229億円

固定資産税
2,868億円

（土 地 1,166億円）

（家 屋 1,293億円）

法人市民税 503億円

（償却資産等 ４０８億円）

都市計画税 616億円

合計 29 億円
[個人 18 億円]
[法人 11 億円]

うち、横浜みどり税
（市民税均等割 超過課税）

うち、震災対策事業財源分 [個人 13 億円]

新増築家屋の増などによる増収

給与所得、営業等所得の増などによる増収
＊ふるさと納税による税収影響額：▲222億円

個人市民税 116億円増 （2.8%）

（単位：億円）

市税について②

税目別内訳

都市計画税 19億円増 （3.1%）
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その他 456億円
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財政ビジョンに基づく財政運営の取組①

市債の活用状況

・ 中期計画における「4か年活用額：5,300億円」のもと、計画的に活用

※ さらなる赤字地方債（コロナ対策）
コロナ禍での一般財源等の減収により市民生活や市内経済に支障が生じないよう、国の地方財政措置
の範囲で財政目標を変更し、中期４か年計画（2018～2021）の計画値を超えて活用
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（単位：億円）

R4決算 R5見込 R6見込 R7見込 4か年計

1,255 1,164 1,190 1,180 4,790

建設地方債 943 1,044 1,030 1,030 4,047

臨時財政対策債 313 120 160 150 743

※ R6・R7見込（R5予算記者発表時点の試算）
建設地方債：施設等整備費の規模を概ね5年度水準とした場合の試算
臨時財政対策債：地方財政対策や市税収入見込み等をもとに過去のトレンドも踏まえ試算

市債活用額

■ 現時点の機械的な試算 ■ 市債発行額の推移
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さらなる赤字地方債※

（コロナ対策）
R2:181 R3:279

第三セクター等
改革推進債
1,372
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■ 一般会計が対応する借入金残高の推移

・ 中期計画における「令和7年度末残高：3兆100億円以下」に向けて、計画的に管理

財政ビジョンに基づく財政運営の取組②

一般会計が対応する借入金残高
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R4 R5見込 R6見込 R7見込

　一般会計が対応する
　借入金残高

3兆1,142億円

　市民一人当たり残高 83万円

3兆900億円～3兆100億円程度

82～80万円程度

減債基金の臨時的な活用額

R4 R5予算 R6見込 R7見込

減債基金の臨時的な活用額 200億円 170億円 300億円程度

・ 中期計画における「令和5～7年度活用上限額：500億円」のもと、市全体の収支状況や
「創造・転換」等による財源創出状況などを踏まえて活用

■ 現時点の見通し



中期計画2022～2025等の主な取組の決算状況①

■中期計画2022～2025 基本戦略テーマ別
テーマ01 子育て世代への直接支援

① 妊娠期からの切れ目のない支援 145億7,000万円
（地域子育て支援拠点サテライトの設置や小児医療費助成の制度拡充に向けたシステム改修の設計 等）

② 保育・幼児教育の充実 1,749億6,000万円
（保育所等の整備などによる1,322人分の受入枠確保や人材確保に向けた横浜の保育の魅力発信 等）

③ 放課後の居場所づくり 104億4,100万円
（放課後キッズクラブにおける土曜日を除く学校休業日の開所時間の前倒し 等）

④ 子どもの可能性を広げる教育の推進 112億6,200万円
（GIGAスクール運営支援センター機能の充実 等）

〔①こども青少年局地域子育て支援課（671-4776）/健康福祉局医療援助課（671-3694）②こども青少年局こども施設整備課（671-2376）/保育対策課（671-3955）③こども青少年局放課後児童育成課（671-4151）
④教育委員会事務局小中学校企画課（671-4498）〕

テーマ02 コミュニティ・生活環境づくり

⑤ 医療提供体制の充実・強化 16億6,300万円
（医療人材の確保・育成支援や小児がんの長期フォローアップの実施 等）

⑥ 協働による地域づくりの推進、安心して暮らせるまち 14億7,300万円
（市民協働推進センターにおける総合相談、講座の開催 等）

⑦ 通学路の安全確保、踏切安全対策の推進 34億4,100万円
（歩道の設置やあんしんカラーベルトの整備、交通安全施設の整備・補修 等）

〔⑤医療局地域医療課（671-4813）/がん・疾病対策課（671-2957）⑥市民局市民協働推進課（671-4735）⑦道路局施設課（671-3557）/建設課（671-2757）〕

テーマ03 生産年齢人口流入による経済活性化

⑧ 戦略的な企業誘致とイノベーション創出 46億6,500万円

（本社機能や研究所機能等の立地の支援、オープンイノベーションの推進やスタートアップの創出と成長支援 等）

⑨ 観光・ＭＩＣＥの推進 50億9,000万円
（ 「Find Ｙｏｕｒ YOKOHAMAキャンペーン」による観光需要の喚起 等）

⑩ 地域交通の維持・充実 １億3,000万円
（地域の総合的な移動サービスの確保に向けた検討・実証実験 等）

〔⑧経済局企業誘致・立地課（671-3894）/産業連携推進課（671-2574）/新産業創造課（671-3913）⑨にぎわいスポーツ文化局観光振興課（671-3940）⑩都市整備局都市交通課（671-3515）〕 6

誰もが安心して出産や育児ができるまち

住居・交通・仕事において便利で選ばれるまち

未来を育むつながり・自然・文化・学びに溢れるまち



テーマ04 まちの魅力・ブランド力向上

⑪ 国際園芸博覧会の推進 ２億円
（2027年の開催に向けた積極的な広報ＰＲの実施 等）

⑫ 市民の憩いの場となる公園の整備 118億5,200万円
（地域のニーズを反映した公園の整備や舞岡八幡山しぜん公園など大規模公園の整備 等）

⑬ 関内・関外地区の活性化の推進 13億8,300万円
（横浜文化体育館、みなと大通り及び横浜文化体育館周辺道路の再整備 等）

〔⑪都市整備局国際園芸博覧会推進課（671- 4778）⑫環境創造局公園緑地整備課（671- 4610）/みどりアップ推進課（671-2811）⑬にぎわいスポーツ文化局スポーツ振興課（671-4445）/都市整備局都心再生課（671-4755）
/道路局企画課（671-2746） 〕

中期計画2022～2025等の主な取組の決算状況②

⑲ 児童福祉施設・社会福祉施設等物価高騰対策支援 48億2,100万円
（児童福祉施設・社会福祉施設等に対する光熱費等及び食材費の高騰に対する支援）

⑳ 国制度に基づく給付 395億2,400万円
（物価高騰等に直面する生活困窮者や妊娠・出産した方等に対し、給付金や出産・子育て応援金を給付）

〔⑲こども青少年局放課後児童育成課（671-4151）/保育・教育運営課（671-2365）/地域子育て支援課（671-4776）/こどもの権利擁護課（671-２３５９）/障害児福祉保健課（671-4277）/健康福祉局高齢施設課（671-3641）
/介護事業指導課（671-4251）/障害施策推進課（６７１-３５６９）/生活支援課（671-2367）⑳こども青少年局こども家庭課（671-2364）/地域子育て支援課（671-4２８６）/健康福祉局総務課（671-4696） 〕

■原油価格・物価高騰対策経費（650億100万円）

⑰ 医療提供・療養支援体制、救急医療体制の確保 551億5,700万円
（ワクチン接種や医療調整本部（Y-CERT）による入院調整の支援 等）

⑱ 福祉施設等の感染防止、継続運営に向けた支援 43億8,600万円
（福祉施設等に対する感染対策に必要な追加的経費の助成 等）

〔⑰医療局健康安全課（671- 2468）/救急・災害医療課（671-4817） ⑱健康福祉局高齢施設課（671-3641）/介護事業指導課（671-4251）/障害施策推進課（671-3569）/こども青少年局障害児福祉保健課（671-4277）
/保育・教育運営課（671-2365）〕

■新型コロナウイルス感染症対策経費（2,220億7,000万円）
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〔⑭温暖化対策統括本部調整課（671-2683）/経済局ものづくり支援課（671-3839）⑮道路局河川企画課（671-2818）/河川事業課（671-3981）/環境創造局下水道事業マネジメント課（671-2613）
/港湾局政策調整課（671-2877）⑯建築局建築防災課（671-3592）〕

テーマ05 都市の持続可能性
⑭ Zero Carbon Yokohamaの実現 41億 300万円

（「横浜市地球温暖化対策実行計画」の改定や市内中小企業へのグリーンリカバリー設備投資助成 等）
⑮ 局地的な大雨等への対策の推進 171億3,400万円

（流域治水の基盤となる河川改修や河川等の土砂掘削、雨水幹線の整備、海岸保全施設の整備 等）
⑯ 地震・地震火災に強い都市づくりの推進 57億1,300万円

（木造住宅・マンション等の耐震診断や耐震改修への補助 等）

将来の世代にわたり安全・安心に暮らせるまち

いつまでも愛着を持って過ごせる魅力的なまち



市民１人当たりでみる決算

子育て・教育に

16.2万円
29.8%

福祉・保健・医療に

15.7万円
28.8%

横浜の魅力づくりや

経済の発展に

6.4万円
11.7%

道路・住宅・

計画的な街づくりに

4.3万円
7.8%

市役所の運営等に

5.1万円
9.3%

地球温暖化対策や

水・緑の保全に

2.6万円
4.8%

地域づくりやスポーツ

活動・区の運営に

1.3万円
2.4%

ごみの処理や

減量・リサイクルに

1.2万円
2.1%

救急・消防に

1.2万円
2.3%

地下鉄・バス・

水道事業に

0.5万円
1.0%

市民１人当たりの歳出決算額 一般会計が対応する借入金
市民１人当たり残高

545,051円

826,353円
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借入金残高の推移

⼀般会計が対応する借⼊⾦残⾼ 市⺠１⼈当たり残⾼

（単位︓万円） （単位︓億円）

注1︓それぞれの分野の予算には、事業の財源として、過去に発⾏した市債の返済額を含みます。
注2︓「地下鉄・バス・⽔道事業に」は、公営企業会計への繰出⾦です。

（参考）人口総数の推移

H30 R元 R2 R3 R4
⼈⼝総数 374万⼈ 375万⼈ 378万⼈ 377万⼈ 377万⼈

対前年伸び率 0.26% 0.33% 0.57% ▲0.18% 0.01%

※ 各年度とも、年度末の翌⽇（4⽉1⽇）現在の⼈⼝に基づき、算出しています。
R4︓3,768,664⼈

（「横浜市⼈⼝ニュースNO.1160（令和５年４⽉１⽇現在）」）
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